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背景と課題
　食生活の諸問題を分析する場合，年齢，性別などの基本的
な人口学的属性や，職業，収入，学歴といった社会経済的属
性が食品の購買行動や調理行動にどのような影響を与える
かについては，以前より多数の研究が蓄積されている．その
一方で，人々の食生活には一定の習慣性がある一方，マスコ
ミ等からの情報，知人・友人の食生活からの影響も受ける．
したがって，食生活を分析するうえでは前述の諸属性に加え，
社会生活上の人々の関係性についても考慮することが望ま
しいといえる．
　社会生活において人々が相互行為を重ねながら蓄積して
きた関係性やネットワークの状況を定量的ないし定性的に
把握し，社会経済分析に適用する試みとして，政治学や社会
学ではソーシャル・キャピタル（Social Capital: SC または社
会関係資本）の分析が積み重ねられてきた．代表的研究者で
あるパットナムによれば，ソーシャル・キャピタルとは人々
の協調行動を活発にする信頼・規範・ネットワークの総称で
ある（パットナム 2001）．その後経済学・経営学でも，SCと
経済活動の関係性について研究が蓄積されてきた．その多く
は，SCの蓄積は経済主体間の信頼を高め，コミュニケーショ
ンを促し，望ましい経済成果を促進することを示唆している
（宮川・大森 2004）．社会疫学などヘルスケア分野でも近年，
SCを考慮して健康問題を分析する研究が多数蓄積されてい
る（カワチら 2008）．
　私たちが食品を購入し，調理・摂取する場合，食生活に関
する諸々の情報を知人・友人・近隣住民から獲得している．
また時には調理または摂取行動を共同で行うこともある．そ
のため，SCを一定レベル保持し，比較的良好な人間関係と
地域へのコミットメントを持つ人々のほうが，食品の購入や
その後の食生活においてもより有用な情報や支援を得られ，
充実した食生活を営むことができるという仮説を立てるこ
とができる．
　しかし食生活ないし食品消費行動に関する研究において
は，SCをはじめ社会関係要因を明示的に考慮した分析はほ
とんど行われていない．ヘルスケア分野でも，被説明変数は
健康状態に関する統合的指標が用いられることが多く，食生
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活や食品消費の具体的状況を解明するうえでSCを考慮した
例は見られない．そうした中でSCが食品消費に与える影響
を具体的に考察した先駆的研究が，岩間信之らによる最新の
フードデザート研究である（岩間 2017）．岩間らは社会的弱
者がフードデザートに陥り食生活を悪化させる要因を空間的
要因（食品への物理的アクセスの低下）と社会的要因に区分
しているが，後者について，近隣住民や家族との人間関係の
希薄化，すなわちSCの低下が社会的要因の主要素であると
指摘し，実証分析では都市部におけるフードデザートの発生
はSCの低下が主要因であることを明らかにしている．SCの
水準が低い地域では，高齢者など社会的弱者が孤立しがちで，
食品の購買が滞り，食生活が悪化しやすい．一方，SCの高
い地域では，住民による助け合いや交流関係が持続している
ため，食料品店への物理的・空間的アクセスに問題がある場
合でも，買い物支援活動や会食，おすそ分け等により，弱者
の食品調達が円滑になると岩間らは考察している．ただし岩
間らの実証分析でも，被説明変数は食生活ないし栄養水準に
関する統合的指標が用いられており，食品の購入・利用状況
にSCが関与する度合いを直接説明しているわけではない．
　本論では個人に蓄積されたSCの水準が食品の消費に与え
る影響を考察することを目指すが，対象とする食品を青果物
に限定する．限定する理由の一つは，具体的かつ正確な分析
をするためには膨大な食品群から対象をある程度絞りこん
だほうがよいからである．もう一つの重要な理由は健康な食
生活を維持する上での青果物摂取の重要性にある．青果物は
ビタミンや微量栄養素，食物繊維等の重要な供給源であり，
健康維持に不可欠な食品である．また食生活に多様性や彩り
を加えてくれる重要な食材でもある．しかし過去30年間，日
本における個人ないし世帯レベルでの青果物消費量はほぼ
一貫して減少傾向にある1）．さらに近年，世帯間あるいは世
代間の経済格差の拡大とともに，青果物も含めた食料消費の
水準や調理方法，食事内容にも階層または世代間に差が生じ
ていることを示唆する調査結果や報道が増加している．青果
物については，官庁統計をみても若年層の青果物消費水準の
低下が確認されている2）．筆者らが実施した先行研究でも，
野菜・果実とも若年層の摂取水準が低いことと，野菜につい
ては世帯収入の少ない層での摂取水準が低いことが確認さ
れている（櫻井ほか 2018予）．こうした格差を生ずる要因を
検討するには，経済的要因に加え社会的要因も検討すべきで
あろう．近年注目を集めているフードバンク研究（大
原 2008）でも，社会的弱者の食生活において青果物をはじ
めとする生鮮食品の消費が少ないことや，実際に生鮮食品を
弱者に届けることの難しさが指摘されており，食品アクセス
問題における社会的要因の重要性を示唆している．
　上記の社会的背景および先行研究の動向を踏まえ，本論で
は，ソーシャル・キャピタルの付置状況が個人の青果物消費
水準の高低にどのような影響を与えているかを考察するこ
とを課題とする．分析の進め方および本論の構成は以下のと
おりである．初めに調査方法とデータの特性について述べた
のち，今回の調査におけるSCの測定方法とその単純集計結
果を説明する．次に計測したSCと回答者の青果物消費水準
とを比較し，両者の関係性を具体的に明らかにする．さらに
SC以外の属性・要因も考慮した多変量解析を行い，SCの影
響力を再度確認するとともに，青果物消費に影響力を持つ多
様な要因の中でのSCの相対的な重要性を解明する．
調査方法とデータについて
　本論では，筆者らが実施した大規模な食行動記録調査によ
り収集したデータを用いて分析を行う．食行動記録とは，回
答者に対し一定期間，購入した食品とその量，そのうち調理
した食品，食事の具体的内容，摂食時の周辺状況など，食事
に関する一連の行動とその背景状況を詳細に記録したもの
である．この記録を用いることで，購買量や摂取量に主に依
拠してきた従来型の食行動分析では考察できなかった調理
行動や摂取時の行動についても具体的かつ総合的に分析す
ることが可能になった．食行動記録を活用した食品消費分析
の先行例としては，伊藤雅之による野菜消費について総合的
研究（伊藤 2016）や，Web食行動記録システムを開発した農
研機構と関連研究者による果実消費の分析例などがある（山
本ほか 2011）（櫻井ほか 2012）．しかしこれまでの食行動記
録分析では，詳細なデータを収集しようとするあまり，調査
フォーマットが複雑になり，回答者に過度の負担を与えてい
た．回答ミスも多いため，結果として大量データを収集・利
用することは難しく，分析結果の代表性への疑義，またデー
タ収集後の定量的分析に制約を生じることも多かった．
　そこで今回の食行動記録調査では，調査項目については簡
略化した3）うえで，なるべく多くの回答を得ることを目指し
た．食事記録をとる調査期間も，従来の調査では１週間～10
日間程度に設定されることが多かったが，今回は回答者の負
担軽減・ミス防止のため１日に短縮した．そのうえで2016年
12月上旬，（株）ドゥ・ハウスに登録している調査モニターよ
り対象者を選定し，web画面上より必要事項を記録するイン
ターネット調査によってデータを収集した．回答者の選定に
あたっては，性別について回答者数が均等となることに加え，
以下の３属性についても回答者数が均等となるように割当
を依頼した．登録されたモニターによる調査を行う場合，か
つては属性や生活様式をめぐって偏りが発生しやすいこと
が危惧された．しかし今回依頼した機関では非常に多くの消
費者を登録しており，その中からサンプリングしているため，
前述の危惧はかなり緩和されていると考える．
①居住地域：首都圏／札幌市とその近郊／福岡市とその近郊
食と緑の科学　第72号30
②年齢：20・30代／40・50代／60・70代
③ 世帯年収：300万円未満／300万円～800万円未満／800万円
以上
　また，具体的な調査項目は以下のとおりである（本論で取
り上げていない項目も含む）．
・ 回答者の基本的属性（年齢・性別・職業・世帯収入・世帯
員数など）
・食に関する基本的な態度・習慣
・社会生活に関する基本的な態度（SCに関する項目を含む）
・調査日の朝・昼・夕食および間食の内容
・ それぞれの食事機会に実際に食した料理名（１食あたり７
皿まで）
・各料理に含まれる青果物の割合（自己評価）
・調査日の食事に対する満足度
　回答された1,275名分のデータのうち，回答時間に異常（極
端に長いまたは短い場合）がみられる者，さらに回答日の食
事内容について「特別な食事である」と回答した者を除外し，
最終的に1,082名の回答を得た．このデータを用いて分析を
行う．
　表１は，回答者の基本的属性に関する単純集計結果である．
調査対象者選定時に構成比を配慮した性別，年齢層，地域（居
住地），世帯収入については，ほぼ均等な構成となっている．
未婚者が比較的多く，４割を占めている．世帯構成を見ると，
単身者が約２割，２人世帯が約３分の１で，少人数世帯が過
半を占めている．職業については，会社員が最も多いものの，
主婦，無職（退職者を相当数含むと思われる），非正規のフリー
ター（低収入と推測される）にも一定の分布がある．
　過去の食行動記録調査では，その負担の重さゆえに回答者
数を増やせず，結果として世帯の食事の準備に大きな役割を
果たしている主婦層，特に子供を持つ主婦層に総じて回答者
を限定しがちであった．しかし今回は多様な属性を備えた回
答者が含まれていると判断できる．ただし調査地を大都市と
その近郊に設定したため，農村部の住民の回答はほとんどな
く，都市住民を主体とした分析となる．
ソーシャル・キャピタルに関する設問
　ソーシャル・キャピタルは人々の社会関係・コミュニケー
ションを通じて蓄積ないし減耗する．その測定には多様な方
法が提唱されているが，多く用いられているのはSCに関す
る代表的設問への回答状況をもってSC水準を測定する方法
である．そして先行研究を批判的に継承し，世界銀行
（Grootaert and Bastelaer 2002）（Grootaert et. al. 2004）をはじめ
国際機関・政府機関が調査フォーマットないし代表的質問例
を公表している．
　本論では，上記の世界銀行の調査例に加え，日本で初めて
全国的なSC調査を行った内閣府国民生活局の報告書（内閣
府国民生活局2003），および筆者らが以前に行った農村部に
おけるSC分析（Sakurai and Yokoyama 2006）（櫻井ほか 2006）
で使用した調査フォーマットも参考にしながら，以下のとお
りSCに関連する代表的な意見を提示する７つの設問を用意
し，その意見への回答状況をもってSCを計測した．これら
の設問は，地域社会や集団への所属状況を考慮しながら，最
終的には回答者個人の状況を自己の判断で回答させるミク
ロレベルのSC設問といえる4）．また，回答はすべて５段階評
定（そう思わない＝１，あまりそう思わない＝２，どちらと
もいえない＝３，ややそう思う＝４，そう思う＝５）に統一
した．
　設問１：一般的に人は信頼できる（一般的信頼）．
　設 問２：あなたがお住まいの地域の方々は信頼できる（地
域住民信頼）．
　設 問３：あなた自身にとっては直接役に立たないが，地域
の大半の方々にとっては役に立つ活動があったら，参加
する（互酬性規範）．
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表１　回答者の基本的属性
属性 回答者数 構成比：％
【性別】
男 562 51.9
女 520 48.1
【年齢層】
20・30代 344 31.8
40・50代 365 33.7
60・70代 373 34.5
【地域】
札幌圏 360 33.3
首都圏 391 36.1
福岡圏 331 30.6
【世帯構成】
単身 239 22.1
２名 375 34.7
３名以上 468 43.2
【身既婚】
未婚 458 42.3
既婚 624 57.7
【世帯収入】
低：300万円未満 353 32.6
中：300～800万円未満 378 34.9
高：800万円以上 351 32.4
【職業】
会社員 303 28.0
主婦 229 21.2
無職 186 17.2
自営業  87  8.0
フリーター  74  6.8
その他 203 18.8
　設 問４：あなたのお住まいの地域内に，同世代の友人・知
人がいる（地域内ネットワーク）．
　設 問５：あなたはお住まいの地域内の様子や起こっている
ことなど，情報などを知っている（地域内情報）．
　設 問６：あなたはお住まいの地域の外で行われている活動
にも参加する（地域外ネットワーク）．
　設 問７：日ごろのおつきあいを振り返ってみて，あなたは
地域の内外を問わず，様々な性別や年齢，職種の人と交
流がある（ネットワーク多様性）．
　前述の通り，パットナムはSCの構成要素を信頼・規範・ネッ
トワークの３点に整理しているが，各要素は社会的には別々
の事象として把握されるものの，相互に関連していることを
認めている．また実際のSC調査では，３要素それぞれに適
合した設問を組み合わせて用いることが多い．今回の設問で
は，設問１と２は信頼，設問３は規範，設問４から７はネッ
トワークに対応している．ネットワーク関連の設問が多いの
は，近年のSCをめぐる研究で明らかになってきた，同質的
な人々をつなぐ接合型SCと異質の人々をつなぐ橋渡し型SC
を区分することの重要性（稲葉ほか 2011）を考慮したため
である．接合型SCに対応しているのが設問４と５，橋渡し
型SCに対応しているのが設問６と７である．
　ここで各設問の意図を概説しておく．設問１はSCに関す
る国際調査で多用されている，人々が社会とその構成員に対
して持つ一般的な信頼の度合いを計測する「一般的信頼」に
関する設問である．設問２は対象を居住地に限定し，地域共
同体に対する信頼の度合いを測る「地域住民信頼」の設問で
ある．設問３は社会学や人類学でよく論じられる「互酬性規
範」に関する設問である．互酬性とは短期的には自己の利益
にならなくても社会全体の利益や長期的な自己の利益を重
視して利他的な行動をとる意識で，コミュニティを長期的に
安定させる規範の一つである．設問４「地域内ネットワーク」
と設問５「地域内情報」は，いずれも居住地周辺の狭いコミュ
ニティにおける同質的な人々の結束状況やその結果として
の情報量の多さを測る設問である．反対に設問６「地域外ネッ
トワーク」と設問７「ネットワーク多様性」は，地域の枠に
とらわれない外延的な人々のつながりの程度，またその多様
性を測る設問である．
　SCに関する各設問への回答状況は表２のとおりである．
地域内ネットワークと地域外活動の設問を除く５設問では，
「どちらともいえない」が最頻値を示し，概ね正規分布に似
た形状の分布となっている．この傾向を（櫻井ほか 2006）
による農村住民を対象とした調査の結果と比較すると，総じ
て農村住民調査の方が各設問に対し肯定的な回答をしてい
る．今回の都市住民を主対象とした調査では，SCはやや希
薄であるという傾向を示している．設問別に回答状況を確認
すると，信頼に関する２設問について，わずかながら地域住
民信頼への回答の方が一般的信頼への回答より否定的であ
る．これも都市住民的傾向といえる．互酬的規範については，
わずかながら意見に否定的な傾向がみられる．ネットワーク
関連の諸設問では，地域外活動については消極的な回答が多
い．地域内活動についても「そう思う」への回答者が１割い
る一方で「そう思わない」への回答者が２割以上かつ最頻値
となっており，意見が分かれる傾向がみられる．また，今回
の調査では接合型SCに関する設問と橋渡し型SCに関する設
問への回答状況は類似しており，全体の傾向としては両者の
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表２　ソーシャル・キャピタル（SC）関連設問への回答
SCの種類 そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない 合計
一般的信頼
回答者数   99  463  370  114   36 1,082
構成比：％  9.1 42.8 34.2 10.5  3.3 100
地域住民信頼
回答者数   81  407  478   81   35 1,082
構成比：％  7.5 37.6 44.2  7.5  3.2 100
互酬性
回答者数   47  224  430  185  196 1,082
構成比：％  4.3 20.7 39.7 17.1 18.1 100
地域内ネットワーク
回答者数  118  268  239  189  268 1,082
構成比：％ 10.9 24.8 22.1 17.5 24.8 100
地域内情報
回答者数   43  251  359  254  175 1,082
構成比：％  4.0 23.2 33.2 23.5 16.2 100
地域外活動
回答者数   29  150  291  298  314 1,082
構成比：％  2.7 13.9 26.9 27.5 29.0 100
ネットワーク多様性
回答者数   67  236  312  229  238 1,082
構成比：％  6.2 21.8 28.8 21.2 22.0 100
間に分布の違いは見られない．
　ここで７種の設問への回答状況を統合的に把握するため，
主成分分析を適用し，SC統合指標の作成を試みた．主成分
分析の結果を表３に示した．第１主成分の寄与率は54.1%と
大きく，第２主成分までの累積寄与率も70％を超える．この
二つの主成分をSC統合指標ととらえる．第１主成分につい
て要素SCの負荷量をみると，いずれのSCも高い正の負荷量
を示している．そのため第１主成分は「総合SC指標」と解
釈できる．第２主成分については，信頼に関する２SCは高
い負荷量を示すが，互酬性についてはほぼゼロ，ネットワー
ク関連のSCはマイナスの負荷量（絶対値は小さい）を示し
ている．そのため「信頼SC指標」ととらえることができる．
　表４は，第１および第２主成分の得点について主要属性ご
とに算出した平均値である．まず，第２主成分についてはい
ずれの属性においても要素間の差はほとんどみられない．第
１主成分については，性別による差は認められないが，年齢
では高齢層，世帯収入では高収入層，世帯構成では単身でな
く２人以上の世帯がやや得点が高い傾向がみられる．
ソーシャル・キャピタルと青果物消費水準との関係性
　以下ではソーシャル・キャピタルの高低と青果物消費水準
との関係性について考察する．今回の食行動記録調査では，
フォーマットを簡素化するため，食品の消費実態については
調査日（１日）に食した料理とそれに含まれる野菜・果実の
割合（自己評価）を回答してもらっている．そのため青果物
の正確な購入量や消費量は把握できない．また現実的な問題
として，食品購買量等を量目で正確に把握し記録させること
は難しい．そこで前述の回答内容より，実際に食した青果物
の消費量の水準を指標化する必要がある．
　各料理（ジュース等飲料も含む）に含まれる野菜・果実の
割合は，以下の７段階で自己評価してもらった．
（ 野菜の場合）全て野菜／ほとんど野菜／野菜が多い／半々
／他の食材が多い／ほとんど他の食材／なし
　この自己評価を用い，以下の二種の指標を用意し，青果物
の消費水準を測る代理指標とした．野菜と果実それぞれで指
標化するため，実際に用いる指標は４つとなる．
　①摂取ポイント：料理毎に回答された野菜または果実の割
合について，「全て」を６点，「なし」を０点とする７段階の
ポイントを付け，１食あたりのポイントの合計を計算した指
標．例えば朝食時に３点の料理を食し，各料理の野菜の割合
が半々／野菜が多い／なしであった場合，その朝食時の野菜
摂取ポイントは３＋４＋０＝７ポイントとなる．
　②摂取皿数：各食事の機会（朝食，昼食など）に食べたと
回答された料理のうち，野菜または果実の割合が「半々」以
上であった料理の皿数の合計をもう一つの指標とする．前述
の例であれば，朝食時に野菜の割合が半々以上であった料理
は２皿であるので，摂取皿数も２となる．摂取ポイントに比べ，
野菜・果実の割合が半分以上でないとカウントされないため，
野菜または果実主体の料理のみが把握されることになる．
　またいずれの指標とも，生鮮品として食した青果物と調理・
加工された形態で食した青果物の区別はつけられず，両者を
合わせた消費水準を示している．
　上記２指標を用いて把握した回答者の青果物摂取水準の
平均値並びに標準偏差は表５のとおりである．いずれの指標
を用いても，野菜の方が果実より多く消費されている．また
野菜は朝・昼・夜いずれの食事機会でも一定量消費されてい
るが，果実についてはやや朝食にシフトしている．また果実
の間食時の摂取水準は必ずしも高くない．
　二つの消費水準を用いて測った回答者の青果物消費水準
と，回答者に付置するSCの関係性を把握するため，まず各
要素SCの回答水準（５段階）毎に回答者をグループ化して
消費水準指標の平均値を計測し，分散分析で比較した結果が
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表３　主成分分析によるSC統合指標
要素SCの種類 第１主成分 第２主成分
一般的信頼  0.608  0.701
地域住民信頼  0.649  0.657
互酬性規範  0.783 －0.037
地域内ネットワーク  0.719 －0.291
地域内情報  0.797 －0.285
地域外活動  0.788 －0.235
ネットワーク多様性  0.787 －0.257
固有値  3.796  1.211
寄与率 54.2％  17.3％
累積寄与率 54.2％  71.5％
表４　主成分得点の主要属性別平均値
属性 第１主成分 第２主成分
【性別】
男性 －0.012 －0.002
女性  0.013  0.003
【年代】
20・30代 －0.216 －0.089
40・50代 －0.099  0.018
60・70代  0.295  0.064
【世帯収入】
低：300万円未満 －0.285 －0.027
中：300～800万円未満  0.075 －0.024
高：800万円以上  0.205  0.052
【世帯構成】
単身 －0.395  0.067
２人以上  0.112 －0.019
表６である．７要素SC毎に青果物消費の指標として４指標
（野菜・果実とも２指標ずつ）を用いたため，全計測例は28
ケースとなるが，全てのケースにて回答５群間に一元配置分
散分析にて１％水準で有意な差がみられた．全体的な傾向と
しては，SCの水準が高いとみられる肯定的な回答を寄せて
いる群ほど青果物の消費水準も高い．また全てのケースにて
「そう思わない」，すなわちSC低水準と回答した群の青果物
消費水準が最も低かった．野菜と果実の間に傾向差は見受け
られない．
　ただし細かく確認すると，SC水準の増加がパラレルに青
果物消費水準の増加につながっていないケースも散見され
る．信頼に関する２設問では８ケース全てにパラレルな関係
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表６　要素SCへの回答状況別による青果物消費水準の平均値（分散分析）
要素SCの種類 青果物消費の指標
そう思う
（５）
やや
そう思う
（４）
どちらとも
いえない
（３）
あまりそう
思わない
（２）
そう
思わない
（１）
分散分析結果 多重比較（Tukey）
一般的信頼
野菜摂取ポイント 16.7 15.2 13.6 11.6  9.3 １％水準有意 5-1,2 4-1,2
果実摂取ポイント  6.0  5.9  4.2  3.3  2.1 １％水準有意 5-1,2 4-1,2,3
野菜摂取皿数  2.9  2.8  2.5  2.0  1.6 １％水準有意 5-1,2 4-1,2
果実摂取皿数  0.8  0.9  0.6  0.5  0.3 １％水準有意 4-1,2,3
地域住民
信頼
野菜摂取ポイント 18.3 15.7 12.9 11.6 10.2 １％水準有意 5-1,2,3 4-1,2,3
果実摂取ポイント  6.4  5.8  4.4  3.2  2.2 １％水準有意 5-1,2 4-1,2,3
野菜摂取皿数  3.4  2.9  2.3  2.0  1.8 １％水準有意 5-1,2,3 4-1,2,3
果実摂取皿数  0.9  0.9  0.6  0.4  0.3 １％水準有意 5-2 4-2,3
互酬性規範
野菜摂取ポイント 17.8 17.5 13.6 13.7 11.3 １％水準有意 5-1 4-1,2,3
果実摂取ポイント  6.9  6.5  4.9  4.6  3.2 １％水準有意 5-1 4-1,2,3 3-1
野菜摂取皿数  3.3  3.2  2.5  2.5  2.0 １％水準有意 5-1 4-1,2,3 3-1
果実摂取皿数  0.9  0.9  0.7  0.6  0.5 １％水準有意 4-1 3-1
地域内
ネットワーク
野菜摂取ポイント 18.4 16.7 12.9 13.4 11.5 １％水準有意 5-1,2,3 4-1,2,3
果実摂取ポイント  6.6  5.9  5.1  4.9  3.4 １％水準有意 5-1 4-1 3-1
野菜摂取皿数  3.4  3.1  2.4  2.5  2.1 １％水準有意 5-1,2,3 4-1,2,3
果実摂取皿数  1.0  0.8  0.8  0.7  0.5 １％水準有意 5-1 4-1
地域内情報
野菜摂取ポイント 17.3 18.6 13.4 13.2 10.3 １％水準有意 5-1 4-1,2,3 3-1 2-1
果実摂取ポイント  5.5  6.4  5.0  4.5  3.4 １％水準有意 4-1,2
野菜摂取皿数  3.3  3.5  2.5  2.3  1.8 １％水準有意 5-1 4-1,2,3 3-1
果実摂取皿数  0.7  0.9  0.8  0.6  0.5 １％水準有意 4-1,2
地域外活動
野菜摂取ポイント 15.8 17.2 14.0 15.2 11.9 １％水準有意 4-1,3 2-1
果実摂取ポイント  6.2  7.2  5.0  4.9  3.7 １％水準有意 4-1,2,3
野菜摂取皿数  2.8  3.2  2.6  2.8  2.1 １％水準有意 4-1,3 2-1
果実摂取皿数  0.6  1.0  0.8  0.7  0.5 １％水準有意 4-1,2
ネットワーク
多様性
野菜摂取ポイント 19.9 16.6 13.2 14.2 11.5 １％水準有意 5-1,2,3 4-1,3 2-1
果実摂取ポイント  6.6  6.2  4.8  4.7  3.6 １％水準有意 5-1 4-1
野菜摂取皿数  3.7  3.1  2.4  2.6  2.1 １％水準有意 5-1,2,3 4-1,3
果実摂取皿数  1.0  0.9  0.7  0.6  0.5 １％水準有意 4-1.
注）多重比較については，５％水準で有意差があった回答グループの番号をまとめてある．
表５　回答者の青果物消費水準（平均値）
野菜摂取ポイント 果実摂取ポイント 野菜摂取皿数 果実摂取皿数
朝　食   4.1（5.3） 2.1（3.4） 0.7（1.0） 0.3（0.6）
昼　食   3.5（4.1） 1.1（2.4） 0.6（0.9） 0.2（0.4）
夕　食   6.1（5.2） 1.1（2.4） 1.2（1.1） 0.1（0.4）
間　食   0.5（1.7） 0.7（2.3） 0.1（0.4） 0.1（0.4）
１日計 14.2（10.8） 4.9（6.8） 2.6（2.2） 0.7（1.1）
注）カッコ書きの数値は標準偏差である
がみられるが，他の５設問では部分的にSCと青果物消費の
パラレルな関係が崩れているケースが散見される．それでも
前述の通り，SC設問への回答が「そう思わない」である群
の青果物消費水準が最も低い傾向は一貫している．したがっ
て，SCの水準が高い回答者ほど青果物を多く消費する傾向
は認められるであろう．
　次に，前節にて作成した主成分分析によるSC統合指標２
つの数値と青果物消費水準との関係性をみるため，SC統合
指標の主成分得点と４つの青果物消費指標との相関係数を
まとめたのが表７である．第１主成分であった総合SC指標
と各青果物消費指標との間には，絶対値としては決して大き
くないが，有意に正の相関関係が確認でき，SCの蓄積が青
果物消費を促進する方向に作用していることを示唆する．た
だし第２主成分であった信頼SC指標と青果物消費の間には
相関はみられず，計測自体も有意な結果とはならなかった．
他の要因も考慮した多変量解析
　これまではソーシャル・キャピタル指標と青果物消費水準
を直接比較考察したが，青果物消費に影響を与える要因は他
にも多数あると考えられる．複数の要因を考慮した分析を行
うとともに，その中でのSCの相対的な重要性を把握する必
要がある．
　そこで青果物消費水準を示す４指標を被説明変数とし，
SCに加え重要な属性として年齢，世帯収入（ただし実数で
なく15段階階層からの選択による），性別，単身か否か，既
婚か否かを説明変数とした最小二乗法による重回帰分析を
行った．SCの指標としては，前節での分析結果を踏まえ，
主成分分析のうち第１主成分である総合SC指標のみを代表
して用いた．計測結果は表８のとおりである．
　４種の青果物消費指標いずれの場合でも，SC指標の係数
は正の値を示しており，かつ有意であることから，SCの増
加が青果物消費水準の増加に貢献することが示唆される．他
の要因のうち，年齢については高いほど青果物消費水準が高
い傾向を示している．これは先行研究や官庁統計で指摘され
ていたトレンドとも符合する．また性別では女性の方が男性
よりも青果物消費水準が高いことがわかる．これも現状では
世帯における調理行動が女性によって主に担われている傾
向や，女性がさっぱりした食事を好む傾向と整合的である．
単身ダミーについては，野菜では単身者ほど消費水準が低下
する傾向を示しているが，果実については統計的に有意な影
響力は観察されない．これは野菜の方が調理を経て摂取する
傾向が強いため，調理に割ける時間や能力に限界のある単身
者の消費水準が下がるためと推測できる．他の変数について
は有意差を伴う影響は確認できなかった．既婚か否かはほと
んど影響を及ぼしていない．世帯収入については，野菜と果
実で異なる符号がついているが，いずれも有意差はない5）．
　また標準化係数の絶対値は，複数の説明変数間の相対的重
要性の大小を示す．SC指標の標準化係数絶対値を他の説明
変数のそれと比較すると，年齢に比べると小さいものの，性
別とはほぼ同等の値を示している．したがって複数の要因を
考慮した場合でも，SCは青果物消費水準に一定の影響力を
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表７　SC統合指標と青果物消費指標との相関係数
SC統合指標（主成分） 野菜摂取ポイント 果実摂取ポイント 野菜摂取皿数 果実摂取皿数
第１主成分（総合） 0.244 0.195 0.240 0.163
第２主成分（信頼） 0.008 0.043 0.010 0.032
注）下線は１％水準で有意であることを示す
表８　複数の要因を考慮した重回帰分析（最小二乗法）の結果
【説明変数】
【被説明変数】
野菜摂取ポイント 果実摂取ポイント 野菜摂取皿数 果実摂取皿数
係数 標準化係数 t値 係数 標準化係数 t値 係数 標準化係数 t値 係数 標準化係数 t値
定数項  2.241  1.68＊ －1.204 －1.38  0.250  0.92 －0.2410 －1.62
年齢  0.213  0.286  9.32＊＊＊  0.119  0.252  7.95＊＊＊  0.041  0.269  8.74＊＊＊  0.0180  0.230  7.16＊＊＊
世帯収入（15段階）  0.061  0.020  0.65 －0.037 －0.020 －0.60  0.014  0.024  0.75 －0.0010 －0.004 －0.13
性別（男＝０，女＝１）  3.125  0.145  5.16＊＊＊  1.835  0.134  4.63＊＊＊  0.758  0.173  6.17＊＊＊  0.3120  0.136  4.64＊＊＊
単身ダミ （ー単身者＝１）－2.199 －0.084 －2.36＊＊ －0.672 －0.041 －1.10 －0.471 －0.089 －2.49＊＊ －0.0550 －0.020 －0.53
既婚ダミー（既婚＝１）  0.117  0.005  0.14 －0.447 －0.032 －0.81  0.009  0.002  0.06 －0.1160 －0.050 －1.24
SC第１主成分  1.717  0.159  5.40＊＊＊  0.990  0.145  4.76＊＊＊  0.346  0.158  5.36＊＊＊  0.1420  0.123  4.01＊＊＊
調整済R2  0.163  0.105  0.160  0.081
注１）＊＊＊１％　＊＊５％水準　＊10％水準で有意
n＝1082
持つと判断してよいだろう．
まとめ
　本論では，簡素化したフォーマットを用いた食行動記録調
査にて収集した大量データをもとに，回答者のソーシャル・
キャピタル（SC）付置状況と青果物消費水準の関係性につ
いて考察を行った．
　SCの計測は，先行研究を参照しながら選定した７設問へ
の回答（５段階），およびその回答状況を基にした主成分分
析により行った．総じてSC設問への中位（どちらでもない）
を中心に均等に分布していたが，農村部の先行研究に比べる
とSCの付置状況は希薄であった．主成分分析により２つの
SC指標が抽出されたが，第１主成分（総合SC指標）の寄与
率が高く，かつ７設問の負荷量はいずれも正であった．
　青果物の消費水準については，回答者の食した料理とそれ
に含まれる野菜ないし果実の割合（自己評価）をもとに４つ
の代理指標を作成し把握した．回答者の設問別SC水準と青
果物消費水準とを分散分析を用いて比較すると，総じてSC
の水準が高い回答者ほど青果物消費水準は高かった．主成分
分析による総合SC指標と青果物消費水準との相関係数も同
様の傾向を示していた．
　最後に他の属性・特徴を考慮した重回帰分析を試みたが，
そこでもSC水準の高さが野菜・果実それぞれの消費水準に
ポジティブな影響を与えているとともに，他の要因と比較し
て年齢要因には劣るが性別要因とほぼ同等の影響力を持つ
ことが確認された．
　以上の知見より，ソーシャル・キャピタルが蓄積されてい
る状況は，個人の青果物消費を促進することが示唆される．
ただし本論では，SCの計測時に信頼／規範／ネットワーク
というSCの３側面毎に設問を用意し分析したものの，３側
面のうちどれが青果物消費により強い影響を与えているか
は解明できなかった．主成分分析の結果をみると，今回の調
査事例では，SCの３側面は概ね同様の水準で青果物消費に
貢献していると思われる．
　最後に，SCの持つ青果物消費へのポジティブな影響を/実
際の社会で活用できるかどうかを考えてみる．SCの先行研
究は，SCの蓄積には一定の時間を要すること，さらにSCは
人々の相互作用を通じて形成されるものであり，特定個人の
努力のみでも特定の団体・組織（政府など公的機関を含む）
からの一方的な働きかけのみでも形成されないことを指摘
している．したがって，SCの影響力の大きさを指摘するこ
とは，裏を返せば青果物消費に関する社会的要因の短期的な
処方箋の作成やその実行が難しいことを認めることにもつ
ながる．しかしSCの影響力を正確に把握し理解することは，
経済的対策を支える社会的基盤の現状を強く認識させ，その
実効性や持続性を高めることには貢献できるだろう．例えば
先述の岩間らによる実証研究（岩間ほか 2017）では，同じ
地方自治体にあっても地区・集落レベルでSCの水準が異な
り，その差が当該自治体の導入している食品アクセス政策の
よりミクロな地域区分における実効性の違いにも影響して
いることを示している．個人や小さな地域共同体レベルの
SC研究・調査は，青果物をはじめとする食品消費のより詳
細な変動要因の解明に貢献できるだろう．
和文抄録
　本論では，簡素化した食行動記録調査で収集したデータを
用いて，青果物消費水準に与えるソーシャル・キャピタル
（SC）の影響を考察した．先行研究を参照して選んだ７つ
の設問への回答状況と，主成分分析により統合した指標を用
いてSCの水準を測定した．青果物消費水準は回答者が食し
た料理に含まれる青果物の割合を基に作成した指標で把握
した．分散分析および相関係数の結果から，SC水準の高い
回答者は総じて青果物消費水準も高い傾向が確認された．複
数の要因を考慮した重回帰分析の結果からも，SCの蓄積が
青果物消費水準にポジティブな影響を及ぼしていることと，
青果物消費に対し年齢に次ぐレベルの説明力があることが
明らかになった．
補　　注
１） 食料需給表によると，1985年の１人当年間青果物供給量
は野菜111.7kg，果実38.2kgであったが，2015年には野菜
90.8kg，果実35.5kgに低下している．
２） 国民健康・栄養調査によると，2015年の１人１日当青果
物摂取量は20代で野菜241.3g，果実61.5gであるのに対し，
60代では野菜331.2g，果実145.9gであり，世代間格差が
著しい．
３） 通常の食行動記録調査にてよく記録される共食の状況と
食品の保管状況は，今回の調査内容から除外した．他の
項目についても回答様式の簡素化を行った．そのため，
先行する食行動記録調査に比べると，１）食品の購買か
ら調理，廃棄までのプロセスを訴求できない２）調理行
動に関するデータ（誰が調理したか等）といった制約も
生じている．ただし本論の分析ではその影響はあまりない．
４） 集団（の代表者）を対象としたSC調査では，集団の会
合数，活動レベル，構成員数等を尋ねるセミマクロレベ
ルの設問を用いることもある．
５）  SCの影響を考慮せずに分散分析に依拠して分析した筆
者らの先行研究（櫻井ほか2018予）でも，野菜では収入
要因が有意に確認できるものの年齢要因に比べて影響力
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が小さいこと，果実では収入効果がほとんどない結果と
なっている．
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